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( 2 ) 土地区画整理法に関する文献は、土地区画整理事業を推進する立場からの
ものに限られているのが現状である (たとえば、大場民男)。しかし、大場










( 3 ) 筆者は、日弁連行政訴訟センター編『改正行政不服審査法と不服申立実









記平成元年判決の他、最一小判平成 24 年 2 月 16日集民 240 号 19 頁、最三








( 1 ) 石川県津幡町北中条地区土地区画整理事業事件 (津幡町ケース)
・仮換地指定処分取消訴訟 (金沢地方裁判所平成 17 年 1 月 14 日判決判例
地方自治 271 号 94 頁、名古屋高裁金沢支部平成 17 年行コ第 1 号平成
18 年 7 月 19 日判決)
362 (878)
・換地処分取消訴訟 (金沢地方裁判所平成 22 年行ウ第 6号平成 25年 3月
12 日判決、名古屋高裁金沢支部平成 25年行コ第 4 号平成 27 年 2 月 18
日判決)
・総会決議無効確認訴訟 (金沢地裁平成 23 年ワ第 432 号平成 25年 3 月
12 日判決、名古屋高裁金沢支部平成 25年ネ第 105号平成 27 年 2 月 18
日判決)
・国家賠償請求訴訟 (金沢地裁平成 26年ワ第 244 号平成 27 年 9 月 18 日
判決、名古屋高裁金沢支部平成 27 年ネ第 160 号平成 28 年 3 月 9 日判
決)
石川県河北郡津幡町北中条地区 (最寄駅 JR 津幡駅 中心市街地に隣接
しているが農地を中心とした地区 施行面積 32 ha) で、組合施行方式の、
公共施設及び住宅整備を目的とする土地区画整理事業であったが、商業施

















( 2 ) 埼玉県宮代町道仏土地区画整理事業事件 (宮代町ケース)
363(879)
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・仮換地指定処分取消訴訟 (さいたま地方裁判所平成 19 年行ウ第 4 号平
成 23 年 5月 23 日判決、東京高裁平成 23 年行コ第 232 号平成 23 年 11
月 16日判決)
・仮換地指定処分執行停止・従前地への工事禁止仮処分 (さいたま地裁平
成 20 年行ク 4 号平成 20 年 3 月 27 日決定)
・建築物除却差止・損害賠償請求訴訟 (さいたま地裁平成 19 年行ウ第 25
号平成 23 年 5月 23 日判決、東京高裁平成 23 年行コ第 233 号平成 23 年
11 月 17 日判決)
・法 76条許可取消訴訟 (平成 21 年行ウ第 27 号平成 23 年 11 月 17 日判決




とした住宅地 施行面積 32.7 ha) で、組合施行・総代会設置方式の、住
宅及び公共施設 (都市計画道路) 整備型土地区画整理事業であったが、組
合設立直後に事業計画を変更し、商業施設誘致のために商業街区 (面積









( 3 ) 三重県四日市市午起土地区画整理事業事件 (四日市市ケース)
・津地方裁判所平成 19 年 (行ウ) 第 10 号、同 13 号平成 23 年 3 月 31 日
判決 名古屋高等裁判所平成 23 年 (行コ) 第 44 号平成 23 年 11 月 10
364 (880)
日判決、同 45号平成 24 年 2 月 10 日判決
三重県四日市市の石油コンビナート関連企業と国道 23 号線に囲まれた

















( 4 ) 兵庫県淡路市富島震災復興土地区画整理事業事件
・神戸地方裁判所平成 18 年 (行ウ) 第 71 号平成 21 年 12 月 25日判決
阪神淡路大震災により壊滅的な被害を受けた兵庫県淡路市富島地区 (施
行面積約 20.5 ha) につき、淡路市施行で、公共施設及び住宅地整備を目
的として行われた震災復興土地区画整理事業であった。本件では、個別換






( 5 ) 千葉県八千代市西八千代北部特定土地区画整理事業事件
八千代市北西部の、東葉高速鉄道八千代緑が丘駅隣接地域で山林・農地
を中心とする地域 (施行面積 140.5 ha) に、独立行政法人都市再生機構が
施行者となって行われる住宅地整備目的の土地区画整理事業である。依頼





に対して申し立てている。平成 29 年 1 月申立て、同年 8 月口頭審理、同
年 9月に審理を終結して、同年 10 月 31 日、審理員意見書 (請求棄却) が
出され、11 月 9 日、請求棄却裁決がされた。
註
( 4 ) 申出換地方式については後述 3 (9) で検討している。
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( 5 ) 事業計画変更認可の争訟方法 大法廷判決の射程距離 (事業計画決
定の処分性との関係)
最大判平成 20 年 9 月 10 日民集 62 巻 8 号 2029 頁は、これまでの判例





























































金沢地裁平成 17 年判決は、平成 20 年大法廷判決前の判決であったが、
仮換地指定処分の減歩率に影響する限りで違法性の承継を認めるとするも
ので、筆者の見解に近いものであった。
2) 平成 20 年大法廷判決の射程距離に関する二つ目の問題は、事業計
画決定の処分性肯定の理由からして、どのような土地区画整理事業上の決
定に処分性が認められることとなるか。















平成 20 年大法廷判決の後の東京地判平成 20 年 12 月 25 日判例時報


































































































この点、最三小判昭和 60 年 12 月 17 日民集 39 巻 8 号 1821 頁は、そう
いうときであっても、換地計画に基づくことを要しない旨判示した。その
理由は、①当時の換地計画には各筆各権利別清算金明細をも定めなけれ











しかしながら、平成 11 年法律第 25号による土地区画整理法の改正によ





























( 9 ) 申出換地の違法
申出換地には、住宅先行建設区への換地の申出 (法 85条の 2)、市街地
再開発事業区への換地の申出 (法 85条の 3)、高度利用推進区への換地の


























































する場合 (法第 85条の 3)























































































金沢地裁平成 17 年判決は、調整池の整備 (その面積は施行面積全体の















32 条 2項、34 条)。
本来的に公共施設の整備をすべき責務を負うのは国・地方公共団体であ
る。「公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進を図る」ことが土地区画






















都市環境を保持するようにして定め (都市計画法 13 条 1項 11 号)、都市
計画事業として施行すべき (同法 59 条 1項) ものである。法が「事業計
画は、公共施設その他の施設又は土地区画整理事業に関する都市計画が定
められている場合においては、その都市計画に適合して定めなければなら














































































善」(水道法 1 条) を目的とするものであるから、その事業費の全額が施
行者負担 (地権者負担) であるというのは、やはり著しく社会通念に反し
ているのではないだろうか。












である土地区画整理組合が負担するものとされている (法 118 条 1項)。





























本件事業計画 (〔証拠略〕) によれば、区画街路は、幅員 6 mを基本と

















き、土地区画整理事業の費用は施行者負担が原則であること (法 118 条 1




しかし、これは、法「第四章 費用の負担等」の最初の条文が法 118 条
であることにつきそれが原則であると誤解したものである。正しくは、法
「第四章 費用の負担等」の条文は、118 条から 120 条 (公共施設管理者





























項を通知してするものとされ (土地区画整理法 103 条 1項)、換地計画に
は換地設計 (法 87 条 1項 1 号)、各筆換地明細 (同 2 号)、各筆各権利別
清算金明細 (同 3 号)、保留地その他の特別の定をする土地の明細 (同 4
号) を定めなければならないものとされ、そして、清算金は、換地 (略)
を定め、又は定めない場合において、不均衡が生ずると認められるときは、
従前の宅地 (略) 及び換地 (略) の位置、地積、土質、水利、利用状況、
環境等を総合的に考慮して、金銭により清算するものとし、換地計画にお






























































し、清算金に関する権利義務は、土地区画整理法 103 条 4項の公告があり，
換地についての所有権が確定するとともに、整理事業施行者とそのときに




















( 5 ) 大場「条解・判例土地区画整理法」(日本加除出版) 191 頁は、事業計画
の変更が抗告訴訟の対象となると解するべきであるとする。
( 6 ) 浦和地判昭和 58 年 2 月 18 日判例時報 1162 号 51 頁同旨

























(12) 土地所有者の申出に基づくものとして、その他に法 90 条により、所有者
の同意により換地を定めない場合がある。
(13) 金沢地裁平成 22 年 (行ウ) 6 号平成 25 年 3 月 12 日判決は、大場民男



































(14) 最三小判平成 18 年 2 月 7 日民集 60 巻 2 号 401 頁 (呉市教職員組合事件)、
最二小判平成 19 年 12 月 7 日民集 61 巻 9 号 3290 頁 (海岸法一般公共海岸区
域占有不許可事件)
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